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要 旨
これまでの顧客満足度研究は、製品やサービスを対象に、期待─不一致理論
を前提としているものが多い。本稿では、消費者が継続的に購買を行う食品
スーパーのような小売の満足度を評価する場合には、期待─不一致理論の適用
に限界があることを指摘し、小売の満足度を継続的な購買経験によって形成さ
れる累積的評価と捉える。
本研究では、生協の満足度調査データに対し、因子分析および回帰分析を適
用することで、次の結果が得られた。第 1に、店舗業態の満足度は、商品カテ
ゴリー因子をはじめとする 9因子構造であり、特に、接遇店舗環境の因
子が総合満足度に大きく影響していた。第 2に、無店舗業態の満足度は 7因子
構造であり、接遇コミュニケーションの総合満足度への影響が大きいこ
とが実証された。本結果から、小売の本質的因子は商品カテゴリー因子であり、
表層的因子として、接遇、店舗環境、コミュニケーションの重要性が指摘でき
る。
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Ⅰ 序 論
顧客満足経営は、Drucker(1954)の現代の経営を契機として、時代とと
もに、重要性の認識の段階(1950年代)、理念・哲学面からの規範の段階(1960年
代)、社会価値と指標化努力の段階(1970年代)、競争優位の証の段階(1980年代)
を経てきた(嶋口、1994、pp.31-62)。それ以降今日まで、顧客満足概念は、企業
経営における重要な理念として定着し、多くの企業は顧客満足の実現に向けて、
満足度調査などの取り組みを本格化している。近年、日本経営品質賞(日本生産
性本部)や ISO 9000(国際標準化機構)などの第三者評価においても顧客満足の視
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点は重視され、2009年には、経済産業省の受託事業としてサービス産業生産性
協議会の主導で業界を横断する比較や分析が可能な日本版顧客満足度指数
(Customer Satisfaction Index)の開発に至っている。
しかし、これまでの顧客満足をテーマとする学術的研究の主たる目的は、普
遍的な理論モデルの探求にあったため、企業における実践的な満足度調査とは
関心を異にする。こうした関心の乖離に起因し、業務改善など実践的側面に対
して学術的研究の貢献は乏しい感が否めない。
その上、既存研究の対象は製品やサービスに偏重する傾向が強く、小売を対
象にする場合は、その評価項目が多岐にわたるため、既存研究の分析モデルを
そのまま適用できるかについては吟味が必要である。醍醐(2003)は、小売や
サービスは不特定多数の顧客を対象とするため、会員制組織でない限り母集団
を特定するサンプリング台帳が存在せず、アンケート調査が難しい点、さらに、
小売・サービスの調査無用論が根強い点を指摘している
1)
。加えて、昨今、イン
ターネットを利用した無店舗業態(ネット通販)の市場規模が年々拡大して、大
手小売業者もネットスーパーに参入する状況
2)
にあるが、無店舗業態に対する
満足度研究もほとんど手つかずのままである。
こうした問題意識から、本稿では、食品スーパーでの消費者の継続購買(累
積的取引)を対象として、小売における満足度の構造を探索的に解明することを
目的とする。具体的には、生活協同組合の組合員満足度調査のデータを用いて
食品スーパーの顧客満足度は、どのような因子から成るのか、それらの因子と
総合的満足度とはいかなる関係にあるのか、さらに店舗業態と無店舗業態の満
足度構造の共通点、相違点は何かについて検討する。
Ⅱ 顧客満足度研究の概要と小売満足度研究の課題
1 既存の顧客満足度研究の概要
消費者は購買を行った後、その購買活動を評価するが、この購買後評価のひ
とつに顧客満足(Customer Satisfaction)がある(田中、2008、p.50)。丸山(2008、p.
59)は、顧客満足を購買後に行われる購買全体に対する総合的な評価であり、
顧客価値の実現程度を表現したものであると定義している。この顧客満足に
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関する研究は、高橋(2004、pp.263-267)によれば、その着眼点に応じて、①満足
源泉解明型研究、②満足プロセス解明型研究、③満足の帰結解明型研究に分類
できる。
①満足源泉解明型研究は、消費者が製品やサービスのいかなる側面に満足し
ているのかを明らかにする。その代表的研究の Swan and Combs(1976)では、
製品やサービスの本質機能と表層機能の充足度によって総合的満足度に与える
影響は異なり、本質機能では顧客に不満をもたらさないことが重要であり、表
層機能は顧客の満足度の上昇と直接かかわることを解明した。これと同様に製
品品質を 2側面から捉えるアプローチからの多く研究が蓄積されている(長沢、
1994、p.37)。
②満足プロセス解明型研究は、顧客満足が形成されるまでの一般的な心理プ
ロセスを記述・説明する。このタイプの研究は、期待−不一致モデルに基づき、
製品・サービスの購買ないし消費によって知覚された成果が事前の期待を超え
ている場合、消費者は満足を得るが、その成果が期待より低い場合には不満に
陥る。さらに顧客の満足もしくは不満は購買後の態度を形成し、その態度が次
回の購買意図に影響を与えるという基本プロセスが、Cardozo(1965)の研究を
契機に、Oliver(1980)によって提示された(清水、1999、p.137)。この基本プロセ
スをベースとし、プロセス解明型アプローチの実証研究に最も多くの蓄積があ
る。
③満足の帰結解明型研究は、満足ないし不満足を感じた後の行動や再購買意
図などの消費者心理をその帰結とするものと比較的長期的な視点から生産性な
どの経営成果をその帰結とするものに分けられる。これまでの研究成果は、
Luo and Homburg(2007)によって体系的に整理されている。たとえば、顧客満
足度とロイヤリティの関係についての研究は、このタイプの典型例である(山
本・圓川、2000、Eskildsen and Kristensen、2008など)。
2 小売における顧客満足度研究の課題
これまでの顧客満足度の研究は、製品もしくはサービスを対象としたものが
中心であり、小売を対象とした満足度研究は少ない。Oliver(1981)は、期待─
不一致モデルを前提とする小売満足度管理の概念モデルを提示している。高橋
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(2004)は、百貨店での買物満足プロセスの構造に関し、トータル・プロダクト
・モデルと機関別モデルの適合度について共分散構造分析を用いて比較し、前
者のモデルの妥当性を実証している。また、清水(2006)は、ホームセンターの
来店者データをベースにクラスター分析を用いて、店舗評価の13指標を店舗
・店員の要因商品の要因それ以外の要因の 3つに分類した上で、共分
散構造分析によって満足と満足後行動にいたるまでの構造を探った。その結果、
全般的に満足から満足後行動にいたる筋道は強固であり、その満足に店舗・店
員要因が大きく影響しているが、非計画購買の来店者よりも計画購買の来店者
の方が、商品評価から満足への影響、その満足から満足後行動への影響は相対
的に強いことが明らかにされた。これらの研究は②の満足プロセス解明型の研
究に位置づけられる。
また、Terblanche and Boshoff(2001a)は、一連の小売の満足度研究の中で、
図 1 のような店舗内購買経験の概念モデルを提示し、管理可能要因に焦点を当
て、それをサービス品質、商品品質、品目と品え、店内環境、商品価格、店
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図 1 店舗内購買経験の概念モデル
舗理念の 6要因に分けた。それに続き、概念モデルに対して複数業態にまたが
るデータを用いて因子分析を行っている(Terblanche and Boshoff、2001a、2001b、
2006など)。これらの研究は①満足源泉解明型の研究に位置づけられるが、評価
対象が製品である場合と比べると、小売の顧客満足度の評価次元が多岐にわた
ることが確認できる。
特に、図 1 の品目と品えに関して多様性がある点には留意しなければなら
ない。まず、小売店によって取りえられる品目は異なり、その品目は複数に
またがることが多い。食品スーパーの業態を例に取れば、取り扱っている品目
は、肉、魚、野菜、乳製品など品目は多岐にわたっている。さらに、単一の品
目内で考えてみても、複数ブランドの品えが一般的である。こうした状況で
は、ある品目に対し満足している顧客でも、別の品目に対しては不満を感じる
という状況は容易に起こり得る。また、仮に、購入した商品の満足度や再購買
意図が低くとも、同じ店舗で同一品目内の代替品へスイッチすることは容易で
あり、再来店意図が維持されることは十分あり得る。したがって、特定製品に
対する満足度のように顧客満足度を 1次元で捉えることは適切ではなく、品目
と品えの多様性を考慮して、満足度の次元を設定する必要がある。
次に留意すべきは、取り扱われる品目の商品分類である。買回り品や専門品
である場合、一般的に購買頻度は低く、消費者は購買のために時間をかけて遠
くに出向くことを厭わない一方、最寄品の場合には、購買頻度は高く、一般的
に近隣の店舗で購入される。近くに競合店がない限り店舗のスイッチは容易で
はなく、消費者の店舗選択は立地に大いに依存し、結果として日常反復的に利
用される。
以上の品目と品えの多様性、取り扱われる商品分類の議論を踏まえると、
食品スーパーのような日常反復的に利用される小売業態
3)
に対し、期待−不一
致モデルを前提とする満足度モデルを適用することは難しい。なぜならば、品
目と品えの多様性のために、品目や個別の商品の満足度も多様である可能性
があるからである。それに加えて、期待─不一致モデルは、事前の期待と購買
後の評価によって形成されるという前提に立つが、多様な最寄品を取り扱う小
売業態では、購買頻度が高くなり、事前期待と事後評価の区分は困難になる。
むしろ、継続的な利用を通じて消費者の満足度評価は累積的に確立されると考
継続的購買における顧客満足度の構造
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えるべきである。
よって、本稿では、①満足源泉解明型のアプローチに立ち返り、さしあたり、
小売店に対する顧客満足度を継続的な購買経験によって形成される当該小売
店に関する累積的な消費者の評価と定義しておく。その上で、食品スーパー
の小売業態について、満足源泉解明型研究アプローチによって満足度の構造を
探索的に解明することを目的とする。
Ⅲ 調査の方法
本稿では、Ａ生活協同組合を分析対象とするため、まず、生活協同組合につ
いて言及した上で、調査概要を示す。
1 生活協同組合とは
生活協同組合(以下、生協と呼ぶ)は、農業協同組合、漁業協同組合、森林組合
などとともに、文字通り協同組合という組織形態を取っている。国際協同組合
同盟(ICA：International Co-operative Alliance)は、協同組合とは、人びとの自治
的な協同組織であり、人びとが共通の経済的・社会的・文化的なニーズと願い
を実現するために自主的に手をつなぎ、事業体を共同で所有し、民主的な管理
運営を行うものと定義している。つまり、生協は、地域ごとに協同組合とい
う組織形態のもとで、組合員が出資し、自らのために購買事業を運営している
のである。ここで言う購買事業とは、組合員の生活に必要な物資を購入し、又
は生産して組合員に供給する事業のことである。
そうした地域生協として、日本全国に実質的に148生協が存在する
4)
。2000年
頃から生協組合員の世帯加入率は 3割を超え、2008年度には世帯加入率は34.
2%に至っている
5)
。また、2008年度の地域生協組合員数は1809万人にのぼり、
総事業高(売上高)は 2兆7,165億円で、うち食品は 2兆497億円となっている。
本業の購買事業は、店舗業態と、組合員が組織する班(グループ)ごとの配送(班
配送)もしくは個別の組合員への宅配(個別配送)による無店舗業態による事業に
分けられる。無店舗業態での供給高は 1兆5,922億円で、うち個別配送の供給
高は8,866億円で、店舗業態では全国で1,040店舗を有し、供給高は9,853億円と
109 ( 150 )
なっている(日本生活協同組合連合会、2009、p.19)。
表 1は、第42回日本の小売業調査の業態別総売上高ランキングにおける全
国百貨店全国スーパー地域スーパー地方スーパー生協コンビ
ニエンスストアを抜き出したものである。生協の売上高 1 位のコープこうべ
は、地域スーパーで 7位のイオン九州や地方スーパーの 1位の東急ストアとほ
ぼ同じ売上高規模になっている。
以上の点より、生協は、協同組合という組織形態、そして店舗業態のほか共
同購入や個別配送という無店舗業態を中心とした事業展開の二つの特徴を持っ
ているが、取り扱い商品の視点から、また売上規模の視点からも地域・地方の
食品スーパー
6)
として位置づけられる。
2 調査対象
本稿は、Ａ生協で実施された組合員満足度調査から得られたデータに基づく。
母集団は、2009年 2月から 4月までの 3ヵ月に 1回以上の利用のあった約30万
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表 1 2008年度業態別総売上高ランキング
出典：第42回日本の小売業調査(日経流通新聞、2009年 6月24日付)
人のＡ生協の組合員とし、そこから 1 %に相当する3,000人を無作為抽出し調査
対象とした。調査方法としては、対象者にアンケート用紙を郵送し、記入後に
郵便にて返送される自記式郵送調査法が用いられた。調査は、2009年 6月に実
施され、最終的に発送数2,991通( 9通は住所不明)に対し1,159件が回収されたた
め、回収率は38.7%であった。
3 調査項目の概要
調査項目は、店舗業態の質問項目、無店舗業態の質問項目、業態を問わない
質問項目に大別できる
7)
。
本調査では、満足度指標はすべてリッカートの 5点尺度で測定され、店舗業
態に関する38項目、無店舗業態の35項目、両業態に共通する食の安全・安心に
ついての 5項目から構成されている。フェースシートでは、性別、年齢、職業、
同居家族数、世帯年収などを問うている。
Ⅳ 分析結果
1 回答者属性と満足度の基本統計量
分析対象の回答者属性は、表 2の通りである。
性別では、男性4.0%、女性96.0%である。年齢については、階級幅10歳でみ
ると、60歳以上70歳未満が25.7%、50歳以上60歳未満が22.9%の順で多く、これ
らの階級で全体の半数近くを占める。職業としては、無職および専業主婦が
33.9%、年金生活が21.1%であり、両者で過半数にのぼる。家族数(回答者含む)
では、 2人(32.5%)が最も多く、 3人(24.3%)、 4人(22.8%)が続いている。
全回答者1,159名中、店舗業態の利用者は662名(57.1%)、無店舗業態の利用者
818名(70.6%)であり、双方の利用者は331名(28.6%)である。なお、以下では店
舗と無店舗の業態別に分析を進めるが、質問によって欠損値があるため、分析
ごとに標本数が異なることに注意を要する。
満足度の設問の回答形式は満足から不満までの 5点尺度になってい
る。平均は、満足に 5 点、やや満足に 4 点、普通に 3 点、やや不
満に 2点、不満に 1点のスコアを付与し、算定したものである。
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表 2 回答者属性
なお、表 3中にS、D、Tの識別記号が付されているが、Sは店舗業態(Store)、
Ｄは無店舗業態(Direct Sales)、Ｔは両業態(Total)を対象とした質問であること
を意味する。
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表 3 満足度指標の基本統計量
2 店舗業態の満足度の構造
まず、店舗の満足度構造を明らかにするために、測定された多数の変数の相
関関係に基づいて、その背後に隠れている潜在因子を見いだすために因子分析
を適用する。
表 4 は、分析の第 1 ステップとして、得られた S1 から S37 および T1 から
T5 までの合計42指標に対して、因子分析(主因子法)を適用し、バリマックス回
継続的購買における顧客満足度の構造
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表 4 店舗業態の満足度指標の因子分析の結果 (回転後の因子行列)
転後の因子負荷量の値を示した結果である。固有値 1以上の因子は 9つ抽出さ
れている。
第 1因子は、一般食品・日用品、コープ商品を表す因子負荷量が高くなって
いるので、パッケージ商品因子と考えてよいだろう。第 2因子は、水産品、
畜産品、農産品に関する指標の因子負荷量が高く、生鮮食品因子と言える。
第 3因子には、Ｔの識別記号の食の安全や安心に関するすべての指標の因子負
荷量が高く、安全・安心因子に相当する。第 4 因子は、店内および店舗の
環境を示す指標の因子負荷量が高く、店舗環境因子と考えられる。第 5 因
子は、職員の対応に関する指標と情報の提案に関する指標の因子負荷量が大き
い値を示しているため、接遇因子と命名できる。第 6 因子は、惣菜に関す
る 3 指標が集中しており、惣菜因子と言える。第 7 因子は、デイリー商品
に関する 3 指標の因子負荷量が高く、デイリー商品因子と言ってよい。第
8因子は、店舗へのアクセス、利用時間帯、ポイントカードの指標の因子負荷
量が高くなっていて、利便性因子と呼べる。第 9 因子は、農産品の価格の
指標の因子負荷量のみが高く、農産品価格因子としておこう。
さらに、因子分析の内的整合性を確認するため信頼性係数クロンバックαを
表 4 の下段に示す。第 8 因子の利便性因子以外は望ましいとされる0.7以上の
水準を満たしているが、第 8因子も0.68と0.7に極めて近いためほぼ望ましいと
判断できる。
以上の通り、因子分析から店舗業態の満足度に関して 9因子が抽出され、店
舗業態の満足度はこれら 9因子で構成されていることが明らかになった。
次に、これらの因子分析の結果を踏まえて、パッケージ商品から農産
品価格までの 9因子が店舗業態の総合満足度にどのように影響しているのか
を分析する。具体的には、 9 因子の因子得点を独立変数とし、店舗満足度
(D38)を従属変数とする重回帰分析を適用する。
表 5 の分析結果から、回帰直線の当てはまりの良さを表わす R2係数は0.62
(自由度調整済 R2係数は0.61)と高い値を示し、また分散分析からもＦ値が86.02で
あり、有意水準 1 %で統計的に有意であるため、モデルの適合性は高いと判断
できる。
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続いて、店舗満足度
と各因子との関係をみ
ると、農産品価格
を除く 8つの因子の標
準化偏回帰係数(β値)
は全て正の値を示して
おり、また 8因子のｔ
値は有意水準 1 %で統
計的に有意であり、店
舗満足度に正の影響を
していることが確認で
きる。さらに、偏回帰
係数から接遇店
舗環境パッケージ商品生鮮食品安心・安全の順で店舗満足度への
影響が大きいと考えられる。
3 無店舗業態の満足度の構造
無店舗業態の満足度構造に関しても店舗業態と同様の方法で分析を展開する。
表 6 は、分析の第 1 ステップとして、得られたD1からD35 までの無店舗
満足度(D32)を除く34指標と T1 から T5 までの合計39指標に対して、因子分析
(主因子法)を適用し、バリマックス回転後の因子負荷量の値を示した結果であ
る。固有値 1以上の因子は 7つ抽出された。
第 1因子は、コープ商品、一般食品・日用品を表す因子負荷量が高くなって
いるので、パッケージ商品因子と考えられる。第 2 因子は、水産品、畜産
品、農産品に関する指標の因子負荷量が高く、生鮮食品因子と言える。第
3因子には、Ｔの識別記号の食の安全や安心のすべて指標の因子負荷量が高く、
安全・安心因子に相当する。第 4因子は、配達担当者の対応に関する指標
の因子負荷量が大きい値を示しているため、接遇因子と命名できる。第 5
因子は、情報の交流や注文に関わる指標の因子負荷量が高く、コミュニケー
ション因子と考えられる。第 6因子は、デイリー商品に関する 3指標の因子
継続的購買における顧客満足度の構造
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表 5 店舗満足度と 9因子の関係
負荷量が高く、デイリー商品因子と言ってよい。第 7 因子は、店舗業態の
場合と同様に、農産品の価格の指標の因子負荷量が単独で高く、農産品価格
因子としておく。
さらに、因子分析の内的整合性を確認するため信頼性係数クロンバックαを
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表 6 無店舗業態の満足度指標の因子分析
表 6の下段に示す。全
て望ましいとされる0.
7以上の水準を満たし
ている。
以上の通り、因子分
析から無店舗業態の満
足度に関して 7因子が
抽出され、無店舗満足
度はこれら 7因子構造
であることがわかる。
次に、これらの因子
分析の結果を踏まえて、
パッケージ商品から農産品価格までの 7因子が無店舗業態の総合的満
足度にどのように影響しているのかを分析する。具体的には、 7因子の因子得
点を独立変数とし、無店舗満足度(D32)を従属変数とする重回帰分析を適用す
る。
表 7 の分析結果から、R2係数は0.55(自由度調整済 R2係数は0.55)と比較的高い
値を示し、分散分析の結果からもＦ値が82.93であり、有意水準 1 %で統計的に
有意であるため、モデルの適合性は高いと判断できる。
続いて、無店舗満足度と 7因子との関係をみると、全 7 因子の標準化偏回帰
係数(β値)は全て正の値を示しており、またパッケージ商品からデイリー商品
までの 6因子のｔ値は有意水準 1 %で、農産品価格因子のｔ値は有意水準10%
で統計的に有意であり、これら 7因子は店舗満足度に正に影響していることが
確認できる。さらに、偏回帰係数の大きさからコミュニケーション接遇
生鮮食品安心・安全の順で無店舗満足度への影響の程度が大きいと理
解できる。
継続的購買における顧客満足度の構造
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表 7 無店舗満足度と 7因子の関係
Ⅳ 結 論
1 ディスカッション
本稿では、食品スーパーのような反復的購買が行われる小売業態では、既存
の満足度研究で前提になる期待─不一致理論の適用が難しいことを指摘し、こ
のような場合の小売の満足度を継続的な購買経験によって形成される当該小
売店に関する累積的な消費者の評価と定義した。その上で、生協の満足度調
査データの分析を通じて、小売の満足度構造に関し次の 2点の結果が得られた。
第 1に、店舗業態の満足度は、パッケージ商品生鮮食品安心・安全
店舗環境接遇惣菜デイリー商品利便性農産品価格の 9 因
子構造であり、農産品価格因子を除く 8 因子は総合的満足度に正の影響を
与えている。特に、接遇店舗環境の影響が大きい。
第 2 に、無店舗業態の満足度は、パッケージ商品生鮮食品安心・安
全接遇コミュニケーションデイリー商品農産品価格の 7因子で
構成されており、すべての因子が総合的満足度に正の影響をもたらしている。
その影響度は、とりわけ接遇コミュニケーションが大きい。
これらの分析結果から、両業態の共通点として、パッケージ商品生鮮食
品デイリー食品という商品カテゴリーを示す因子の存在を指摘できる。
また、両業態とも接遇因子が総合満足度に最も大きい影響を与えている。
逆に、相違点は、店舗業態では店舗環境、無店舗業態ではコミュニケー
ションが独自の因子を持つ点にある。そして、これら両因子の総合的満足度
への影響は大きく、それぞれの業態において重要な満足度因子に位置づけられ
る。これらの結果から、小売における本質的因子は商品カテゴリー因子である
こと、重要な表層的因子は、両業態に共通する接遇、店舗業態における店舗環
境、無店舗業態のコミュニケーションの因子であると解釈できよう。
さらに、店舗業態の分析結果を、Terblanche and Boshof(2001a)の店舗内購
買経験の概念モデルと対比すると、今回抽出された利便性因子は、彼らの
モデルの管理不可能要素に近く、安心・安全と接遇は、サービス
品質に相当すると理解できる。つまり、今回の分析結果は、彼らの概念モデ
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ルを一部裏付けていると言える。一方、彼らのモデルの商品品質品目と
品え商品価格という概念は、本稿の分析結果の満足度因子には見られ
ない。品質、品え、価格の指標は、パッケージ商品生鮮食品惣菜
デイリー商品という各商品カテゴリーの因子の中に包含されている。言い
換えれば、商品品質品目と品え商品価格よりも、それぞれの商品
カテゴリーが上位概念を構成しているのである。こうした結果は無店舗業態の
満足度においても同様である。このように、店舗、無店舗業態双方において、
安定的に商品カテゴリー単位の満足度因子が確認されたことは、小売では、品
質、品え、価格よりも商品カテゴリーが先行して消費者に認識されることを
示唆しており、消費者行動論として学術的にも興味深い結果で、本稿における
最大の発見事項である。
本稿は、生協で実際に行われた組合員満足度調査のデータを活用し、顧客満
足度の構造を体系として捉えようとした点に独自性がある。その実務的な調査
から、生協の店舗業態と無店舗業態に共通する満足度因子が安定して抽出され、
小売の満足度因子には一定の普遍性があることを覗わせる結果を導くことがで
きた。この事実は、今後の小売における顧客満足度指標の体系化、標準化の可
能性を示唆しており、学術的にも有意義な結果であると言えよう。
2 実践的インプリケーション
本稿の実践的な意義は、第 1に、生協の顧客満足度は多因子構造であること
から、店舗管理や商品管理の業務に対し、因子単位に業務改善の判断材料を提
供できる点にある。具体的には、店舗業態であれば、総合的満足度の向上には、
商品の品え以上に、接遇や店舗環境の改善が有効であり、無店舗業態では、
配達員の接遇、注文や人的交流を含めたコミュニケーションが重要な因子とな
っている。さらに、小売における CS(Customer Satisfaction)ポートフォリオ分
析を展開することも可能になる。各因子の満足度の得点を算出し、重回帰分析
の標準化偏回帰係数の値を各因子の重要度とみなすことで、満足度と重要度の
2軸によるマトリクスを用いて業務改善の優先順位を探ることも可能である
8)
。
第 2に、無店舗業態の結果は、昨今、大手スーパーがインターネットで注文
を受け、配達するネット販売を強化しており、ネットスーパーの在り方にも重
継続的購買における顧客満足度の構造
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要な示唆を与えてくれる。
以上の点から、本研究は実務と学問の架橋にも一定の貢献ができたと言えよ
う。
3 本稿の限界と課題
本稿はいくつかの限界や課題を有する。 1つめは、小売の満足度の因子構造
に関する問題である。店舗業態の満足度は 9因子構造、無店舗業態は 7因子構
造との結果を得たが、単独の農産品価格の指標が 1因子としてカウントされた。
このまま単独の因子とするのか、それとも農産品因子に含むべきかについては、
再検証が求められる。また、本稿では、PB商品(コープ商品)はパッケージ商品
に包含され、独立した因子として抽出されなかった。しかし、小売業者にとっ
て PB商品は、戦略的にも、差別化においても重要性が高まっているため、
PBの有効性の検証も課題である。
2つめは、調査対象の限定性の問題である。今回は、Ａ生協を対象に小売の
満足度の実証研究を行ったが、他の生協でも同様の結果が得られるか、さらに
は継続的購買が行われる小売全般に一般化できるのかについてさらなる検証が
求められる。これまで、小売を対象とした研究自体が少ないため、一般化に向
けては調査対象を広げ、経験的蓄積が必要であることは言うまでもない。
最後は、分析の方法論についてである。今回は、探索的な分析から因子構造
を特定し、下位の満足度因子から総合的満足度への影響を確認するという手順
を取った。今後、ある程度の研究蓄積が進んだ段階で、小売の特徴を踏まえた
類型化を行い、さらに共分散構造解析等を用いて、一般的モデルの構築も重要
な課題になるであろう。
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注
1) 醍醐(2003)は、小売の調査無用論の背景として、メーカーが製品開発・流通販売
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・広告や販売促進の各段階で、調査データに基づき意思決定するのとは対照的に、
小売では POS システムなどによる売上げデータの分析が進んでいること、最終消
費者までの物理的な距離が近いことをあげている。
2) 2000年に西友が、2007年にセブン＆アイ・ホールディング傘下のイトーヨーカ堂
がインターネット事業に本格展開を始め、2008年にはイオンも参入している(日本
経済新聞、2010年 3月 1 日付)。
3) 小売業態とは、各種の経営戦略の相違に基づいて識別される小売形態をさす。石
原(2000)は、小売業態を商品取り扱い技術およびそれらをひとつのコンセプトのも
とに総合した経営技術との関連で捉えるべきであることを主張する。
4) 事業中止中および清算中の生協を含めると154生協である(日本生活協同組合連合
会、2009、p.6)。
5) 世帯加入率とは、組合員数を住民基本台帳の世帯数で除した値である。世帯加入
率が 4割を超える都道府県は、宮城県(68.7%)、兵庫県(60.7%)、北海道(50.0%)、
福井県(46.3%)、宮城県(46.3%)、香川県(46.0%)、京都府(43.4%)、神奈川県(40.
0%)の 8県である。東京都(29.9%)、大阪府(27.8%)は平均を下回っている(日本生
活協同組合連合会(2009)、p.16、pp.26-27)。
6) 商業統計調査の業態別分類の定義によれば、食品スーパーは、食品の取扱比率が
全商品の70%以上、売場面積が 250m2 以上、セルフ方式の店舗である。
7) 本調査では、無店舗事業の利用者818名中186名(22.7%)がインターネットによる注
文の利用者であった。
8) 一般的には、横軸に重要度、縦軸に満足度を取り、各軸の高低によって、維持分
野(重要度：低、満足度：高)、重点維持分野(重要度：高、満足度：高)、改善分野
(重要度：低、満足度：低)、重点改善分野(重要度：高、満足度：低)の 4 象限に分
割することで、優先的に改善・向上を図るべき要素を明らかにする。
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